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重要取組シート 

取組項目 カーボンニュートラルの実現 

現状・課題 

○脱炭素都市の実現を含む堺環境戦略を 2021 年 3 月に策定。同時に、2050 年までに

カーボンニュートラルの実現をめざすことを表明。 

○2022 年 11 月に「堺市地球温暖化対策実行計画」を改定し、2030 年度に市域及び市

の事務事業の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 50%以上削減する目標を設定。 

○市域の温室効果ガス排出量は減少傾向にあるが、2030 年度の削減目標の達成に向け

て削減策を進めることが必要。 

○市の事務事業からの温室効果ガスの排出削減に率先して取り組み、市域へ波及させること

が必要。 

取 組 の 

内  容 

○家庭・運輸部門における温室効果ガス排出量を削減するため、住宅用太陽光発電システム

や ZEH、燃料電池自動車（FCV）等の導入支援を行う。 

○中小企業の脱炭素経営を推進するため、脱炭素経営セミナーの開催、省エネアドバイザー派

遣事業のほか、省エネ設備への更新支援や太陽光発電システムの導入支援を行う。また、

企業の再エネ電力利用を促進する。 

○大阪府市との連携により、H2Osaka ビジョン推進会議を運営し、水素の利活用を推進す

る。 

○市民のライフスタイルの脱炭素化につながる行動変容を促す出前講座を行う。 

○関係法令に基づき、国・府に対して市の事務事業の温室効果ガス排出量等を報告する。 

○市域の温室効果ガス排出量を算定・公表する。 

○ZEB 化に関する周知や簡易 ZEB 化診断を実施し、市域既存建築物の ZEB 化を推進す

る。 

○市の事務事業における温室効果ガス排出量の削減に向け、市有施設の照明の早期 LED

化や使用電力の脱炭素化等を推進する。 

○SDGs の達成や脱炭素社会実現に向けて率先して取り組む本市として、協定締結事業

者との連携により、持続可能な航空燃料（SAF）に活用される家庭系廃食用油の資源

化を促進する。 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

前期 

（～9 月） 

□ 市民等への出前講座の実施（通年） 

□ 事業所向け省エネ設備・太陽光発電設備の導入支援、省エネアドバイザー派遣事業を

開始（4 月～） 

□ 再エネ電力の更なる調達に向けた新たな手法の導入に向けて関係部局等と調整（4 月

～） 

□ 脱炭素経営セミナーを開催（5 月） 

□ 市有施設の照明の LED 化に向けて、市有施設一括 ESCO 事業及び学校園一括 ESCO

事業の提案を公募（プロポーザル方式）（5 月） 

□ 住宅用太陽光発電システム・ZEH・FCV 等の導入支援を開始（6 月～） 

□ 簡易 ZEB 化診断を実施（8 月～） 

 

環境局 カーボンニュートラル推進部 
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後期 

（～3 月） 

□ 市域の温室効果ガス排出量の公表（10 月） 

□ 学校園一括 ESCO 事業及び市有施設一括 ESCO 事業の優先交渉権者を決定（11

月） 

□ H2Osaka ビジョン推進会議第 22 回会議を開催（3 月） 

 

次年度 

以降 

□ 堺市地球温暖化対策実行計画に基づく取組の推進 

□ 学校園一括 ESCO 事業及び市有施設一括 ESCO 事業の契約締結（6 月） 

進
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（～3 月） 
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施策 
5-（3）カーボンニュートラルの推進 

寄与する 

KPI 

市の事務事業からの温室効果ガス排出削減量（2013年度

比）[現状値：32.2%（2024年度）] 

目標値（2030 年度） 
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最も貢献する 

SDGsのゴール 

ゴール番号 
気候変動に具体的な対策を 

13 

寄与する 

KPI 

市の事務事業からの温室効果ガス排出削減量（2013 年度

比）[現状値：32.2%（2024 年度）] 

目標値（2030 年度） 

50.0% 

 


